












































































































































































































































































































































公開講義の内容に関連する4回の公開講座 ｢文化財を考える (1- 4)｣を開いた｡第 1回研究
会(1999年11月13日)｡橋本澄夫 ｢北陸の埋蔵文化財行政の変遷｣ (石川県考古学研究会)｡田
嶋明人 ｢出土品の取り扱い等､諸基準をめぐって｣(石川県教育委員会)｡宮下幸夫 ｢行政と研究
者の狭間で｣(小松市教育委員会)｡増山仁 ｢金沢城下町の発掘調査｣(金沢市教育委員会)｡第2
回研究会(2000年2月19日)｡谷内尾晋司 (石川県埋蔵文化財センター)｢石川県の埋蔵文化財
保護行政の現状と課題｣｡折戸靖幸 (高松町教育委員会)｢高松町の史跡整備｣｡宮田進一 (富山
県埋蔵文化財センター)｢富山県の遺跡保護の一例｣｡田嶋明人 (石川県教育委員会)｢発掘調査
の基準｣｡第3回研究会(2OO0年4月15日)｡田嶋明人 (石川県教育委員会)r文化財保埠法改正
に伴う諸問題 ･石川県の場合｣｡安念幹倫(富山県教育委員会)｢文化財保護法改正に伴う諸問題一
富山県の場合-｣｡宮本哲郎(金沢市教育委員会)｢埋蔵文化財保護と踏査｣｡第4回研究会(2004
年11月6日)｡田嶋明人 (石川県教育委員会)｢石川県の文化財｣｡栃木英道 (石川県教育委員会)
｢石川県の埋蔵文化財保護行政｣｡折戸靖幸 (かはく市教育委員会)｢市町村合併と文化財保護｣｡
庄田知充 (金沢市教育委員会)｢金沢市の近世遺跡と文化財保護｣｡
こうした公開講座を通して地域の歴史遺産のあり方を市民と考えてきた｡そうした成果を背景
に､大学教育開放センターの公開講義では､歴史遺産のなかでも伝統産業としての九谷焼に焦点
を当て､現状の課題を論じた｡
2.歴史遺産保護の考え方
地域の歴史や文化を伝える文化財 ･歴史遺産は社会資本整備に関連して話題になる｡文化財の
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豊かさを楽しむのではなく､急激な社会変化に伴う歴史遺産の破壊が主な原因である｡生活環境
を良くするため道路や公共施設 ･自然公園の建設は重要であるが､社会資本が整備されるにつれ
文化的豊かさも同時に求められる｡生活の豊かさには物と心の両面があるが､建設と経済効率を
重点化し競争原理を取り入れた面のみが目立ち､同じく大事にすべき心の豊かさが疎かにされた｡
20世紀後半は日本全土で追跡破壊が広がり､政策担当者や民間経営者の教養や文化的知性が問
われ､文化を研究し教育する大学の文化的低さも問題となった｡過去の文化を地下に残す埋蔵文
化財は､遺跡の新発見として新聞を華々しく飾る反面､建琴工事の邪魔と遺跡を憎む人もいた｡
遺跡の周知が進んだ今､遺跡のある土地を購入開発する業者は減少した｡文化をどのように考え
対応するかは､社会の現状と我々の意識を反映して変化し続けている｡
社会文化には身近な地域社会の伝統を愛し､くつろげる心豊かな社会に生きることが含まれ､
そうした文化の積み重ねが地域文化の歴史である｡豊かな地域内の歴史文化を基礎として､現代
にそして未来に適合する伝統のなかから継承と創造が同時進行する社会を今作り出す｡過去の文
化財を今使い切り消滅させるのではなく､未来への遺産として残し伝えることも､過去と未来を
結ぶ現在にいる私たちの果たす役割である｡私たちとは文化財の専門家や歴史家､政治家 ･行政
担当者も含むが､現在に忙しく生きるさまざまな職業に携わるすべての人をさす｡文化を享受し
て生きることに個人や立場の違いはない｡自分の職業を追求することで社会に貢献するという立
場より､自分の専門的活動の合間に少しでも社会に役に立つ行動もとるほうが良い｡地域文化は
行政担当者や研究者など専門家の専任事項ではなく､地域に住む人のものである｡大学内で市民
と学ぶ公開講座で文化遺産を話題にするのはこのためである｡
多くの文化財 ･歴史遺産が快適な社会建設を求める土木工事によって破壊され変貌する今､文
化財の扱いや保存はどうあるべきか｡何を残し､何を壊すか｡世界遺産と国指定史跡 ･県市町村
史跡との違いは何か｡史跡指定されていない文化財の価値をどのように評価するか｡文化財の教
育と研究はどの方向へ向かい､大学教育のなかでどこに位置づけるか｡社会の豊かさは物と心の
豊かさだと言うべきか｡文化財は現在の社会でもまだ不要なものか｡文化財は一部の人たちのも
のか｡世界遺産に登録された文化財は国際的観光地として経済的に利用されるが､その陰で地域
に密着した多数の文化財が消えていることをどう評価するか｡身近な地域社会でどのように文化
財が保護､活用されているか｡遺跡とは壊れたものをいうが､遺跡すなわち死に擬した病人に鞭
打って働かせる経済効率優先の文化財利用は地域興Lとして好ましいのか｡どのような問題に各
地域の人々は悩んでいるのか｡地域に共通する文化財問題の実体を探り､消えつつある文化財と
くに歴史遺産を保護する立場から問題を考える｡
遺跡は地域の歴史と文化を伝える人類共通の歴史的遺産である｡身近な遺跡は所在する土地所
有者のものであると同時に､歴史遺産として人類全体のものである｡一度失われると遺跡 ･遺構
の復元は不可能となり､その保存を策定することは重要である｡残すだけでも意義はあるが､そ
の価値をより引き出すために活用等の方策も重要となる｡地域やわが国を正しく理解する上で､
歴史教育は欠かせない｡子供たちの歴史体験の大切な教材にもなる｡本物を体験し触れる感激は
大事である｡身近な地域でも､他の国々についても同様のことが言える｡ただし､保存方法や活
用の仕方は多くの例と考え方があり､個別に検討することが必要である｡一般的に保存､活用は
遅れ気味である｡
遺跡とは壊れたもの､壊れる途中のものをいう｡完全に壊れると痕跡も消えて遺跡ではなくな
る｡学問的に重要な意味をもつ地下に埋もれたものが埋蔵文化財で､とくに時代は限定しない｡地
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上に残る建造物も文化財､伝統的建造物､歴史遺産等と呼ばれ､遺跡として埋蔵文化財と同じ歴史
遺産である｡石作り建物等は表面的によく残るように見えても､材質的に痛んでおり､劣化に関し
て埋もれたものと地上に残るものは同じ問題を抱える｡文化財は歴史･文化を具体的に示し､それ
自体が重要で､保存や活用の価値がある｡そのまま保存する価値以外に､別の価値を求める動きも
ある｡.博物館展示による活用は以前から行われ､学校教育､社会教育における資源としても活用さ
れている｡しかし､本来壊れやすい文化財を野外展示で活用することは､破壊を早めることになる｡
保存と活用の調和は科学技術の進展によって変化しつつあるが難しい問題である｡
文化財を地域開発と地域の活性化に用いる意見は多い｡文化財利用の一つの面である｡しかし､
それができない遺跡は価値がないと言うのは､文化財に対する理解が欠けている｡観光という目
的に役立つためだけに遺跡保存するのではなく､遺跡それ自体の価値で保存する｡しかし､地元
民に見放され観光客も見に来ない文化財は社会的価値が低い｡観光資源として利用することは望
ましいが､観光によって破壊が進行することが多い｡遺跡内及び遺跡周辺に居住する住民の対応
は問題である｡地域教育の面から､観光客の立場から考えることも重要である｡私たちが遺跡に
行くとき､珍しいから､有名だから､地域の伝統を知るのに適しているから､古代のロマンがあ
るから､研究のため､等といろいろな動機や目的がある｡観光客は地元に金を落とすために遺跡
を訪ねるのではない｡住民は金儲けに遺跡を利用するのではなく､観光客の心地よい､便利な遺
跡見学のために何ができるかを考える｡その結果として多くの観光客が遺跡を訪れ､地元に金を
落とせば地域も潤う｡
観光客として遺跡を訪れる場合､遺跡の情報が得やすく､遺跡への交通も便利で､遺跡内に案
内板があり､安全に気持ちよく見学できると良い｡遺跡の場所がわからず､行くのが大変で､草
が生い茂り､トイレもなく､土産物売り場が目障りだという場所もある｡遺跡と周辺環境の調和､
周辺環境の整備と積極的利用が必要で､そのバランスは時代と地域によって異なる｡地域の状況
により､集中的な遺跡観光スポットとするか､広域の点在的遺跡観光ネットワークとするかも変
わる｡遺跡地点が都市内か山間かによっても整備の方法が変わる｡社会の変化により人々が求め
るものが変化するが､これに対応して遺跡観光整備も変化する｡都市内の場合は博物館や展示施
設を中心に遺跡整備が容易で､保存と活用もしやすい｡山間の場合は自然利用や遠隔地施設との
有機的連携が望まれ､周辺の温泉やキャンプ地と連携するのもよい｡山間部に施設を作る場合は
その後の運営コストや管理 ･活用法が問題となる｡住民は遺跡の保護管理を手伝い､観光客のた
めに利便を図る｡遺跡保存の策定やその後の運営に住民は参加する｡しかし､住民の地域エゴや
偏狭な地域主義､経済効率優先主義あるいは無知などが問題となる｡遺跡の近くに住む住民の協
力は保護活用に欠かせない条件となる｡
遺跡は我々の歴史を語る文化である｡文化財として保存すること自体が目的となる｡それをどの
ように利用するかは､次の間題である｡短期的､長期的､学問的､経済的な様々な利用の仕方があ
る｡一つの基準､とくに短期的経済的な基準の判断は､その他の多くの利用法を失う｡文化を理解
しない人の存在は文化財保存活用に影響を与え､そうした人々の理解と協力を得る努力が文化財関
係者に必要である｡人類の遺産として地域や自国の顕著で普遍的な価値がある文化財の保存を行い､
危機に顔している文化財の保存修復に技術的 ･学術的 ･財政的に協力する｡この考えは国際的であ
れ国内 ･地域であれ､いずれの文化財にも当てはまる｡歴史遺産は価値判断によるランク付けに適
していない｡一人一人の存在価値をランク付けるようなもので､好ましくない｡それぞれが独自の
価値をもつが､現実には一部を選択するためにランク付けが必要となる｡選択されなかった文化財
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は破壊されることが多い｡史跡指定されると破壊の危機から免れ保存できる可能性が高くなる｡史
跡指定した場合としない場合はどのような違いが生じるか｡指定された遺跡が近くにある場合､周
辺の無指定の遺跡にどのような影響があるか｡指定された追跡は本当に保存されているのか｡指定
されたことで観光客が訪れ､観光整備のために破壊が進む場合はないか｡指定に至るまでにどの程
度の調査や研究が必要か｡何を研究すると指定条件を整えることになるのか｡復元された状態が史
実から離れた場合は､観光のためのテーマパークと同じで､指定には不向きである｡2004年に世
界遺産になったイランのバムは観光地として整備されていたが地震で破壊されたために登録された
と噂されている｡指定されると金銭的な優遇が得られるか｡経済的な理由で地域興Lとして利用す
る指定は好ましくないのか｡道路工事等による遺跡発掘の結果､地域に重要な文化財が発見された
場合､文化財保護団体等の研究者が要望書を提出し､それを受けて行政内での検討が行われる｡そ
の結果､破壊予定であった遺跡が公有地化などにより保存され､その後に史跡指定されることにな
る｡国史跡指定は教育委員会から文化庁へ申請され文化財審議会で審査されるが､教育委員会が申
請をするかどうかを決める段階の事情は不明朗である｡
3.調査 ･研究の考え方
遺跡は地域開発など経済や政治､社会的発展と関連して問題になる｡地域社会のなかで学術的
価値を考え､行政と研究機関が合同調査研究することは望ましい｡遺跡の周辺を含め､現状を知
る､分布調査や現状調査が基礎となる｡遺跡の価値は金銭的に評価することに向いていないが､
遺跡の価値判断や調査するかどうかを協議する｡保存のために雨､風､気温､土地利用､周辺環
境などの基礎データを収集し､正確な地形図や遺構実測図の作成とデータ公表を行う｡地元民､
公共団体､学会等が協議し,誰と誰が何をどこまで行うかを決めることも必要である｡発掘調査
は研究のためか､保存修理のためか､破壊するので記録するためか｡目的により､発掘調査の方
法や期間､成果が異なる｡学術調査でも発掘したために遺跡が破壊されることが通常である｡緊
急性があり､今何をやるべきか､先延ばしできるものはどれか｡基本的な学術的要請と緊急性を
討議する｡壊される遺跡の調査は緊急性が高い｡壊れかかった建造物の保存と修理 ･修復は一刻
を争う緊急の事業である｡それを誰がどういう場で判断するか｡行政の判断が市民に公開される
ことは例外的である｡
調査研究体制について｡誰が調査するか｡誰のために調査するか｡学術目的か､個人的興味か､
営利目的か｡記録するためか｡誰が費用を負担するか｡緊急調査では土地開発で利益を得る団体
の原因者負担か｡調査体制や組織はどう組むか｡教育委員会､県立や財団法人の埋蔵文化財セン
ター､民間企業､大学､個人などが調査者となるが､どの体制が望ましいかを誰が判断するか｡
どういう体制が望ましいか｡調査員の研修問題は誰をどこへ派遣し､長期とするか短期とするか｡
事業の現地作業員の確保方法と他地域との協同も必要である｡人々の肌を接した､長期間の関係
が大事である｡住民の教育､啓蒙を行う｡科学的データを蓄積する｡遺跡発掘調査の方法を事前
に明確化し､発掘後に報告書を作成する｡コンピュータ利用のデータ蓄積は望ましいが､公表と
利用に関する取り決めも事前に整備する｡
建造物保存は修理過程や復元修理後の報告を義務付ける｡どのように修理したか､もう一度破
壊しないとわからないのは問題である｡報告をどこに提出するか､データは何に使うか､どこで
誰がどのようにデータ利用できるか｡データ蓄積は学術が目的か行政処理のためか｡地上建造物
の保存は崩壊寸前の危険建物を優先するか｡壊れかかった建物を残すのは危険がある｡どう対処
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するか｡城の石垣は安全のため石を新品に代えるか｡現状保存と修復活用は意見が対立する｡見
た目が同じになる材料を使うべきか｡残す対象の選択も問題である｡各時代を代表する建物を選
ぶか｡地域を特徴つける建物群を選ぶか｡埋蔵文化財の保存は､地下に痕跡を残すのみでは見栄
えしないが､埋めて保存するのが簡単で確実である｡残すことは最重要である｡見栄えしないと
一般には理解と協力が得られず､活用で問題があり､復元を加える｡保存する場合の決定方法と
情報公開､及び研究に裏付けられた価値の説明が必要である｡保存を決定する権利は誰にあるの
か｡所有者か､議会か､教育委員会か､審議会か､法人か､任意団体か､あるいは個人か｡壊す
権利は誰にあるか｡行政の情報公開と説明は欠かせない｡
出土品の洗浄､記録､分類､収納､実測､報告､保管､展示､管理の方法について｡倉庫内に
積み上げられることが多い｡利用されないばかりか､未整理 ･未記録の場合が多い｡継続的な予
算措置と活用する人員を配置する｡コンピュータ検索できるシステムを導入する｡保管場所は遺
跡近くか､大きな博物館か､積み上げるだけの倉庫か｡調査研究と活用は研究方法の多様化と複
雑化に対応し､総合的研究方法が採られ､学術的関心の変化もある｡どのように調査研究の成果
を生かすか｡遺跡の発掘成果の公開｡開発の邪魔になると､発掘現場の公開を嫌がる行政もある｡
遺跡見学会を行う行政もあるが､その情報の発信方法の改善が求められる｡見学会の情報は地元
大学研究機関にも送られない｡調査データの公開｡財政的状況から報告書刊行数を減らし､大学
等の研究機関に送付しない動きがある｡行政単位で報告書を配布し､外部に出さない場合､文化
財は誰のもので誰のための調査か｡いかに公開し､情報を活用するか｡
4.保存事業推進の考え方
事業として調査から保存管理運営まで一連の過程に関するマスタープランを策定する｡行政の
組織的対応法および行政トップの方向性が基本案に影響を与える｡何をどこまで､誰が､どうい
う方法でやるか｡保存する対象や期間､財政的問題､対応する組織を検討する｡行政は委員会を
作り､行政の進めたい方向に決定させると言われる｡あるいは業者に基本案を作成依頼し､委員
会を追認機関とする場合もある｡委員会に地域住民を加えるか｡審議内容を県民や市民に説明す
る機会をもつか｡市民の意見を聞くシンポジウムなどを開催するか｡保存策定案を作成した後､
基本案を具体化する細部にわたる実施案を作る｡最終案を決定するのは誰か｡
マネージメント｡基本案を運営実施する方法はさまざまな分野の知識が必要である｡法律､行
政､研究､技術などの各分野の専門家が必要で､それぞれの分野を統括する全体総括を担当する
人材がいる｡調査の方法や成果を理解でき､地域社会のなかで生きた歴史遺産を理解する能力を
もち､現代の政治や経済のなかで歴史遺産を保護活用する調整能力をもち､保存を達成する意欲
をもつ人材の養成が大学教育に求められる｡そうした人材を雇用し生かす職場を行政や研究機関
の中に増やし､行政も大学院レベル能力の専門家を採用する｡保存基本案を策定する専門家が､
目的達成する運営を専門的に行う部署が必要である｡県レベルでも文化財課､文化課､文化遺産
課 (和歌山県)等の名称を用いるが､名称が与える影響は大きい｡
法律と住民意識｡豊かな歴史環境のなかで､充実した文化生活を楽しむため､地域に密着した
行政単位の法令整備によって歴史や環境を配慮した文化遺産を保背する｡保護は住民の豊かな文
化生活と合致するが､住民の生活を制約する面も併せもつ｡一人一人の私有権の尊重は公共事業
の進展に足かせとなる場合もある｡周知の遺跡については教育委員会が把握しているので､工事
関係者がこっそり破壊できない｡保存決定についての委員会等は市町村ごとの文化財関連委員会
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で開催される｡開発に伴う遺跡破壊があるところでは､委員会も開かれないことが多く､破壊は
市民に知らされずに進められる｡重要度に応じた地域的段階的区分の設定と法律による保護が行
われている例は外国でよく見られる｡アンコールの保護活用は地域区分による開発と保護の調和
を目的としている｡
主体者は誰か｡個人､研究機関 (大学､民間会社)､行政 (教育委員会､財団埋蔵文化財セン
ター)､発掘会社｡調査員の確保｡費用をどこから出すか｡研究者､開発側 ･民間と公社等､行
政など｡費用負担の原則とその理由の周知｡発掘に関する情報公開はどの程度行うか｡現地説明
会の開催とその周知方法｡終了後の成果説明とその方法の評価｡調査内容のチェックはどのよう
に行われるか｡教育委員の場合､財団法人埋蔵文化財センターの場合､民間発掘会社の場合の違
い｡調査中に研究者が調査内容を調べることはない｡組織内部での指導はあるが､その内容が外
部に知らされることはない｡調査終了後に多くの遺跡が破壊されるが､その審査や許可を公にす
る体制は少ない｡調査後の遺跡の保存と破壊は､誰がどのように決めるか｡情報公開とチェック
体制｡新聞報道で調査成果の目立つ部分を公開する｡知られると保存運動が生まれることを危倶
する行政があり､市民や新聞に知られないように隠す場合もある｡新聞報道はやや空騒ぎで､問
題点は突くが解決に向けた方向は示さず､本当に重要なことは無視されることがある｡学術誌と
一般誌への発表も周知公開の基礎的資料となる｡調査の評価が必要で､その公表が望まれる｡
修復復元の程度｡壊れた遺跡の中で､新たに復元した部分は目立つ｡現状を維持するか､それ
とも復元するか｡修復の責任者は誰か｡誰に対して責任をもつか｡上屋がまったくない建物の復
元の学術的裏付けと､復元の歴史的な価値の判断は難しい｡現地の人々との関係｡現地に遺跡博
物館を建設すると､継続的維持費が必要である｡誰が費用を負担するか｡地域住民の利用と活用､
他地域の人々との関係や協力が必要か｡修復後の管理｡現地に研究博物館を作ることは望ましい｡
その財力や地域の要望があるか｡保存処置終了後のメンテナンス｡博物館職員は修復後の遺跡を
保存､維持管理する｡観光開発と保存の調和､どちらを優先させるか｡入場料をとり修復 ･管理
運営費に使うか｡持続的な管理運営が必要で､財団等の組織設立が望ましい｡事業の費用は工事
費に組み込ませるか｡これは他人の負担でしか調査しないことになる｡金の切れ目が縁の切れ目
となる例が多い｡県市予算で調査する場合がある｡外国の場合は､器材や車の提供､金の切れ目
が縁の切れ目､行ったときしかやらない｡援助する国々の協力と情報交換｡遺跡調査の終了要件｡
追跡調査とは発掘を図面や写真､映像､文章で記録することか｡コンピュータで復元紹介し､テ
レビでイメージを報道するのも目的となるか｡遺跡や遺物を保存 ･保管 ･活用することが調査の
目的か｡学術研究の資料収集や学術目的の発展のためか｡
保存とは LivhgMonumentはrestoration､DeadMonumentはpreservationと言われる｡
遺跡の保存とは安らかに死なすことか｡遺跡の活用を強調するのは病人にむち打って酷使するに
似ているか｡安らかな雰囲気での伝統文化の香りを味わう｡壊れかけた文化財を活用するにあた
っての注意｡公開､移動などによる破損､劣化を避ける｡公開の時期や時間､場所､その方法を
検討する｡博物館施設の文化財保存への対応も望まれる｡人々に文化財の関心をもたせるという
本来の目的ではなく､文化財を利用して他の目的を遂行するのは問題である｡文化財は壊れたが､
町興しに成功したというのは好ましくない｡戦争で､文化財の中に戦車を置くのは､文化財を盾
に利用して戦争を行うことである｡
展示公開の方法｡学術的であることが第-で､併せて理解しやすく楽しめる展示であること｡
歴史的な意義､わかりやすい､親しめる､地域及び日本の文化を伝えることが要素となる｡学術
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的であることはどの地域の文化財復元も､学術レベルが同じであるため類似の復元となる傾向が
ある｡どこでも同じでおもしろくない｡何を違いとするか｡復元の材料は壊れないこと､あるい
は差し替えができることが重要である｡現在の技術と将来の予測できない技術発展を考える｡展
示公開の評価｡展示の評価において経済的指標は優先的ではない｡文化的な成功が望ましく､金
銭面や入館者数などで成果を評価するのは好ましくない｡目的にあった対象の人々や適正な人数
の参加が好ましく､文化的効果を重視するのが大事で､その効果を次世代にわたって検証する｡
保存の評価｡保存された歴史遺産を理論的､学術的､技術的､社会的に評価し､保存の最終的評
価をする｡それは新たな保存計画策定につながる｡
5.復元技術の考え方
どのように保存するか｡保存対象の状態を知るため､発掘調査や劣化状態調査を行う｡劣化原
因は人的か､自然か｡.人的な場合は周辺環境と経済問題が影響を与える｡劣化は自然環境による
ことが多く､風雨砂草などの害を取り除く施設を整備し､劣化原因に対応する保存処置を行う｡
技術的に可能で●も広範囲にわたる処置は金銭的に無理なことが多い｡
地元の過去の技術を復元 ･研究する｡現地の風土にあった技術の採用は永続性があり､安全性
が確認でき低価格である｡最新技術の導入も否定しない｡遺跡と遣物では保存する技術が異なる｡
石造遺構と土砂遺構では保存技術が異なる｡日本の遺構は土が多いから､固める方法と覆い屋根
を作るかが問題となる｡保存中の遺構を地衣などの発生で劣化させない｡遺物は石､土､金属､
木などの材質によって保存の技術と方法が異なる｡低湿地から出土した木製品は劣化しており､
乾燥して歪まないように出土した現状で強化する材料を用いる｡外国には日本の高い技術の移転
を望む人がいる｡日本で実施されている方法を海外で応用する場合と､日本でまだ完成していな
い方法を海外で実験的に実施する場合がある｡
再修復を考えた材料｡以前なかったコンクリートや鉄筋を使用することの是非｡それぞれの風
土に適応した現地材料を利用するか｡元の材料を使った復元が良いか｡元の材料で復元管理が難
しいとき､どの程度の材料変更が良いか｡表面だけ元の感触の材料を使うか｡化学的材料で再び
取り去るのが難しいものは使用しない｡石彫刻表面に在地原料の柿渋を塗ると強化できる場合は
採用する｡最新技術を開発応用する｡保存技術を研究開発し､壊れつつある文化財に応用する｡
薬品の開発と応用｡保存環境の整備｡保存技術の開発に伴う再保存修復を施す｡現地でそのまま
保存が難しい場合､遺構を切り取り博物館の管理された室内に運び保存する｡
保存技術を開発し､応用する技術者を養成する｡復元は目に見えるので分かりやすい｡研究成
果を基礎に復元を行う｡推定復元図の作成と現地あるいは博物館内での復元模型を作成する｡ど
の程度まで推定復元するか｡縮小展示か等身大の展示か｡コンピュータ･グラフィクスでイメー
ジ再現か｡コンピュータやテレビの場合､研究から外れる部分が多く､ディレクターの思いが研
究成果を越える｡不明瞭な部分が根拠なしに明瞭なイメージに作られる｡金沢城の復元を石川県
が進め,内容が新聞報道されたが､元の形を復元するか､いつの時代を復元するか､復元の名前
で新たな形を作るか｡不明な構造を新たに作るのは復元と言わない｡史跡指定と離れ､江戸村ワ
ンダーランドと類似のレジャー施設にすることも考えられる｡
6.歴史遺産学
歴史遺産は過去が現在に存在するものであり､現在の人間との共生､自然との調和が問われて､
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人文学既存研究分野を基盤としながらも新たな取り組みが課題となる｡保存の法律整備､周辺住
民の経済的支援計画､遺産を利用しての生涯学習､.遺産と自然環境の調和などは地方自治体です
でに検討されているが､快適生活環境保護とも関連する地域密着の研究課題である｡文化遺産は
観光資源として世界中で利用され､地理学､文化人類学や社会学の実態調査と計画立案､研究成
果の実践も必要である｡文化遺産の場を癒しの場として人間生活環境を整えることも保存の考え
方になる｡文化遺産周辺地域の高齢化に伴う老人福祉問題とも深く関わり､文化遺産を心理療養
に生かすなど心理学分野の応用的研究も望まれる｡歴史遺産は大学が積極的に取り組む課題であ
る｡
以上､歴史遺産を保存し,活用し､未来へ継承し文化創造する基本的考えを､九谷焼を題材に
検討した｡金沢大学周辺には多くの個々の遺産があり､その具体的マスタープラン策定が望まれ
ている｡
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